




































































































































































































































































































































































































































































































2009年度（第８期生） GKPか らGKHへ（健 康〔ス ポ ー ツ〕、環 境
〔EV&LV〕、観光〔中国人〕）
2010年度（第９期生） 関西活性化40年計画（コンパクトシティ、サイバー
タウン）
2011年度（第10期生） 起業応援宣言（ベンチャービジネス）
2012年度（第11期生） MIS関西（知の交流によるイノベーションの創出）
2013年度（第12期生） 主人公になれる街―関西（時間創出「６時間労働」、
教育）
2014年度（第13期生） 新しいものを生みつづける関西～関プラ∞でつな
ぐ！～（人をつなぐプラットフォーム）
2015年度（第14期生） 観光資源を軸とした「関西活性化モデル」の構築
（KAN×２モデル）
2016年度（第15期生） WELOVEKANSAIMISSION COMMUNITY
～LKMCによる関西エコシステムの構築～
2017年度（第16期生） ダンディ適塾～社会ネットワーク創造の核となる
サードプレイス～
各提言内容の詳細は省くが、簡単な要旨を与えておきたい。2002年度（10）
（第１期生）の提言は、既に本稿でも紹介したように、18名の塾生が一人
につき関西の活性化アイデアを10個創案することにより、合計180ものアイ
デアを集めようという狙いであった。当然重なる提言や似通ったアイデア
もあることから、整理し、集約したものが提言書表題の「100連発」となっ
ている。ITの活用はデバイスとしてその活用可能性に期待が大きかったこ
とが反映している。注目すべきはこの時期からすでに女性や老齢者の社会
参画が提言されていることである。
2003年度（第２期生）の提言はゴールドラットのベストセラー『ザ・ゴー
ル』でも有名になった制約理論（TOC：TheoryOfConstraint）をつかっ
て関西の問題点を抽出し、その解決案につなげていくという提言であった。
関西の活性化グループをさらに３グループほどに分割し、付箋を使いなが
ら各小グループが関西の問題点や活性化の手掛かりを見つけ、プレゼンテー
ションして競い合った。その結果、観光に焦点が当たることになり、これ
を提言の方向とした。2005年度（第４期生）は、新たな価値を生み出すこ
とこそ関西活性化の鍵であるとした。それを実現する具体的な方策として、
観光産業とクリエイティブ産業に特化して提言をまとめることとなった。
クリエイティブ産業ではCGアニメに注目し、そのコンテンツ制作のコス
トパフォーマンスの良さや簡便さが、多数のクリエイターの参入を促し価
値創造への足がかりとなる期待を持った。
2006年度（第５期生）は、一面的な活性化ではなく、異なる提言の４本
立てという体裁をとった。これは当時の塾生の際立った個性を反映した結
果でもあるが、①大きなおカネが動くこと、②関西が消費活動の場として
楽しいこと、③関西の持つ医療資源を活用したいこと、④人材育成も大事
なことという、多面的な活性化戦略をよしとしたことが理由であった。2007
年度（第６期生）も、奇しくも５期生と同様に異なる提言の並列型を採用
した。塾生各自が何をやりたいかを優先したこともあるが、日本や関西の
抱える問題を追求するなかで、女性や老齢者のもつ価値ある資源へ自然に
注目が集まった。また、関西におけるサッカー人口の大きさやロボット関
連技術の存在などにも注目し、関西という地域の個性をどう演出するかを
考えた。
2008年度（第７期生）は関西国際空港の活用を考えた。国際ハブ空港の
主導権争いは韓国の仁川（インチョン）空港やシンガポールのチャンギ国
際空港、また東京の羽田空港とたいへん激しい。しかし、ハブ空港という
発想はそれが所在する地域との連携を含まない中継地点としての機能にな
る。「玄関空港」という新しい機能と「母都市」関西との連携は、通過地
点としての空港ではなく、世界から来る人や物やお金が関西に循環する仕
組みであり、関西の情報を世界に向けて発信する基点とできる狙いであっ
た。
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2009年度（第８期生）の提言は、経済活性化を超えて人々の幸福を生み
出す関西という構想であり、それを実現する具体的な方策を研究した。ブー
タンの幸福度が注目される時期とも重なり、関心の置き所が幸福度になっ
た経緯がある。行政に幸福度を取り入れていた東京の荒川区を聴き取り調
査し、関西の活性化グループも GKH（GrossKansaiHappiness 関西総幸
福）というコンセプトを提言の中核に据えた。住みよく楽しい関西という
観点から、健康（スポーツ）と環境（EV:ElectricVehicle電気自動車、
LV:LightVehicle自転車など）と観光（中国人）を手段とする提言となっ
た。
2010年度（第９期生）は、塾生自らが将来リタイアしたのち、どのよう
な人生を関西で送るべきか、そのための街づくりはどのようにあるべきか
を考えた。この第９期はとくに将来的な人口減少に注目した最初の提言で
あった。2050年を将来時点と考え、そのときには社会インフラの維持や過
疎化により自治体機能が維持できない地域も関西に多数現れることを念頭
に置きながら、コンパクトシティの考え方でこれに対処しようと考えた。
また関西地域の特色を入念に調べ上げ、全世代が目的に応じて住み分けで
きるサイバータウンを構想した。
2011年度（第10期生）の提言のメッセージは「起業」である。先の見え
ない変化の速い社会において種々様々な企業や業種が生まれ出ることを活
性化の要件と考えた。現在の関西はその起業の力が弱いが、それを強化・
支援することによってイノベーションを引き起こし、事業化に結び付け、
雇用を生み出す。そのために「起業応援宣言」をマニフェストとして掲げ、
全方位的な支援策を提言した。この期の提言が優れているのは、起業の盛
り上がらない原因の追究と、それに対処する方策と、起業が活発化しイノ
ベーションが起こる全体的なメカニズムまでを構想したことにあった。
2012年度（第11期生）の提言はMIS関西（MiracleInnovationSpiral関
西）である。この提言はイノベーションを関西活性化の鍵と考え、イノ
ベーションとは何か、それがどうすれば循環的に発生し続けるのかを徹底
的に考えた。40冊に及ぶ教科書や参考文献を渉猟した期はこの期をおいて
他にない。プロセスイノベーションとプロダクトイノベーション、更には
漸進的プロダクトイノベーションとブレイクスルー型プロダクトイノベー
ションを区別し、関西にはブレイクスルー型が求められること、そのため
には絶えざる知の交流が必要なこと、そして自らが立ち上がり、企業人と
して知の交流を実践していくことが提言された。
2013年度（第12期生）は、停滞する関西の現状を「夢が持てない、魅力
を感じない」状態と見なした上で、現在世代や将来世代が夢を持てるよう
な地域に関西が変わることが活性化への道筋と考えた。現在世代が自己を
見直し、自分への投資を行なえる時間を作るために「６時間労働」を提唱
した。将来世代については、現行の学校教育の問題を踏まえて、子どもが
自ら考え問題と取り組める教育へと変えることで創造力を養い、課題解決
能力を鍛える「スーパー夢カリキュラム」を創案した。どちらのアイデア
も自らが主人公となって活き活きと生活できる街づくりを実現し、人の活
性化から地域（関西）の活性化を目指す。
2014年度（第13期生）も人に注目したが、個としての人ではなく、人と
人とのつながりのほうに焦点を当てた。関西経済の活性化には新しい（物
ではなく）モノの創造が不可欠であるとの認識のもと、人と人とのつなが
りが必要であり、その根拠地としてのインフォーマル・コミュニティ（ざっ
くばらんに気軽に語り合えるコミュニティ）やサードプレイス（第３の居
場所）が有効である。しかし、既存の個々のコミュニティはメンバー数に
おいて少数であり新しい価値創造の力が弱い。そこで、既存のコミュニティ
どうしをつないだり、新しいコミュニティの創造を支援したり、コミュニ
ティへの個人の参加を促すためのプラットフォーム「関プラ∞（エイト）」
の創設を提言した。
2015年度（第14期生）は、関西の持つ豊富な文化遺産・歴史遺産と、そ
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れを観光サービス業に活かすことに提言の方向性を定めた。インバウンド
が急増しているとはいえ、「待ち」の観光振興ではなく、観光およびそれ
に関連した情報を能動的に掘り起こし、整理し、体験することで需要を盛
り上げる「関西活性化（KAN×２）モデル」を提唱した。このモデルはそ
れを支援する様々なツールを実装している。クラウド上のオープンデータ、
関西の価値掘り起こしを自発的に進めるアイデアソン、ポータルサイトと
しての「関西観光ナビ（KAN×２）」、モバイル端末とアプリの活用、ポイ
ント制、コンシェルジュセンターなどである。観光資源の価値を何倍にも
増幅させる仕組みを提言した。
2016年度（第15期生）は、経済を、生態系を意味するエコシステムと見
立てて、経済活性化とはイノベーティブなエコシステムの形成であると考
えた。人が育成され、多様な人が集まり、混ざり合うことでイノベーショ
ンを活発化させ、資金がそこに投下されて新しい事業や商品が不断に生ま
れ出れば、利潤機会を求めて更なるヒト・モノ・カネを呼び込めるはずで
ある。そうした好循環もったエコシステムが、関西を活性させるとの主張
である。その中核を担う組織として LKMCを提言した。LKMCは、言わ
ば、好循環を持ったエコシステムを生み出すことを目的とした事業体であ
る。
2017年度（第16期生）はシニア男性に注目した。現在の日本や関西は定
年退職後の男性の価値ある資源（体力、知識、熟練、資金）を有効に活用
できていない。その根本には社会ネットワークとの切断があって、これを
修復することが関西活性化の第一と認識した。個としての人の活性化と、
活性化された人が相互に結び付く構造ができれば、それは連続的に新しい
アイデアや仕事を生みだす土台となろう。「ダンディ適塾」とはそのミッ
ションを担った機能的組織だが、これは単なる社交場ではなく、知的能力
を向上させ熱く深い討議を行い、社会に影響力を及ぼし得る人材（インフ
ルエンサー）の輩出を目的とした塾である。こうした人材をダンディなシ
ニアと定義して、彼らが活躍し地域に波及効果をもたらすことが関西の活
性化を実現すると考えた。
サイバー適塾における約15年分の「関西の活性化」提言を振り返って言
えることは、2010年度（第９期生）までの提言は特定の的（まと）を経済
活性化の手段として定めた活性化案であるのに対し、2011年度（第10期生）
以降の提言は、特定の的を用意してそこからのトリックル・ダウン効果
（均霑効果）を期待するのではなく、様々な的が自発的に多数生み出され
る環境をどう用意するかという点が提言の骨子となっていることである。
特定の的とは観光産業であったり、その構成要素たるカジノであったり、
スポーツであったり、空港であったり、医療産業であったりである。これ
らは誠に目に見えやすいソフトでありハードである。また多額の資金や人
員を動員できることから、経済活性化への大きな効果が期待されるのであ
る。
これに対し後者は、前提として変化の急速な現在の社会状況において特
定の的に大量の資源投入を偏在させるリスクよりも、関西という地域全体
が多様な価値を創造するほうが社会変化への耐性を持ち、持続的な経済発
展を実現できると考えている。多様で異なる小規模な活動が多数生まれる
社会であれば、その一部が環境変化によって絶滅しても、生き残った活動
が複製と変異を通じて増殖し、社会を支える力となる。一つ一つの活動の
規模は小さいが、分権的で分散的な小さな活動の集合体の問題解決能力は
大きいと考えるのである。
塾生の提言のこの視点の変化は、明らかに担任講師から読破を求めた指
定図書や参考文献の変化に原因を求めることができる。すなわち、都市研
究家のジェイン・ジェイコブズ［1969］『都市の原理』や同［1984］『発展
する地域・衰退する地域』と、それらに影響を受けた塩沢由典［2010］『関
西経済論』、レイ・オルデンバーグ［1989］『サードプレイス』、西口敏宏
［2007］『遠距離交際と近所づきあい』である。本節ではジェイコブズや塩
24―― 関西経済の活性化とその方法論的課題〈上〉
第30巻――25
沢などの所論を詳説することは控え（後節にて論じることとし）、ここで
は、的を決めた活性化案と環境整備型の提案はそれら自体に優劣があるわ
けではなく、資源配分上の制約にひかからないという条件のもとで相互補
完的であることを指摘するのみにしておきたい。（下巻へ続く）
資料．関西の活性化アイデア集〈巻頭言〉
はじめに
不況経済においては景気刺激のための赤字財政もよしとするケインズ政
策は、現在すこぶる人気がない。日本はいま、国と地方の長期債務残高が
総額600兆円を超えており、子々孫々につけを残し、はては国家の破産が待
ち受けているというのが一般的な説明である。ことの是非はともかくとし
て、われわれはすこしケインズを誤読しているようである。伊東光晴『ケ
インズ』（岩波新書、1962年）は、ケインズの経済学が生まれ出る背景に
あった20世紀初頭のイギリス資本主義という、その歴史性および地域特性
からケインズを読み解いている。本書の冒頭で伊東氏はケインズを研究す
る意義を次のように述べる。
「…アダム・スミス、デーヴィッド・リカード、そしてカール・
マルクスなどと同じである。これらの人たちは、社会が大きく変
化しようとしている時代に生まれあわせ、その変化をおし進める
ために、それを阻止している古い考えと古い政策、そして古い政
治を批判し、新しい社会を生みだすべく、経済学の理論をそのた
めの武器としてきたえあげたのであった。ケインズもまた同じで
あって、今世紀以来衰えてゆくイギリス社会と、第一次大戦以来
ゆるぎだした資本主義経済とともに歩み、その変質のための処方
箋を書き、しかもその処方箋が資本主義そのものの変化を可能に
したという意味で、ひとりの偉大な〝経済〟学者であった」（同
書、２－３頁）
社会や経済が変われば経済学の理論や政策も見直しを余儀なくされる。ケ
インズは経済の変化に目を閉ざし、既成の理論や政策を教条的に祀り上げ
る人ではなかった。このことがケインズ主義を標榜する現在の財政拡大政
策の支持者にどこまで認識されているだろうか。われわれは日本の平成不
況がなにに起因しているのかにもっと注意しなければならない。現在の日
本は、一時的な有効需要不足が短期集中の財政支出の拡大によって埋め合
わされ、経済がもとの成長軌道に復帰する状況とは明らかに異なる。日本
経済はある種の質的転換をすでに経ている。この変化に気づき、それに応
じた新しい政策概念が求められているのである。
キャッチアップ型循環モデルの終焉
日本経済はどのような質的転換を経たのか。そのもとでわれわれは新し
い政策概念や具体的な方策をどのように考えるべきなのか。一般に、戦後
日本の高度成長を支えてきた好循環に限界が見え始めてきた時期を1970年
代と見ている。言い換えると、70年代まではある種の好循環に支えられて
日本は高度成長できたということができる。これを「キャッチアップ過程
の好循環」と呼んでおこう。キャッチアップ過程であるのは、この時期の
日本の経済成長が「追いつき目標の存在」を特徴として持っているからで
ある。追いつき目標はアメリカであった。
アメリカは追いつき目標であると同時に、日本国民にとって憧れの対象
でもあったから、映画や雑誌など様々な情報源を通じて、欧米風のライフ
スタイルが急速に浸透していった。この場合のライフスタイルは、白物家
電を中心にした耐久消費財に囲まれ、乗用車が国民の交通の主役となる生
活スタイルであった。高度成長を支えた需要側の質的要因がこれである。さ
らに需要側の量的要因には、農村部から都市部への人口移動と世帯数の増
加と家計所得の上昇がある（吉川洋『日本経済とマクロ経済学』（東洋経
済、1992年））。
世帯数の増加は白物家電のワンセット需要を支えたし、所得の上昇はマー
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ケットそのものの拡大を意味した。一方、需要側の要因に対して供給側は、
耐久消費財産業に必要な大量生産技術を欧米から移転・模倣し、規模の経
済と技術進歩による安価で良質な製品作りに注力した。注意しておくべき
は、なにを目標とし、なにをどのように作るかは、すでに与えられている
ことである。みながアメリカを目標とし、欧米由来の耐久消費財をいかに
低コストで良質のものを作るかである。供給側のこうした行動は「同質的
競争」とか「一所懸命」とも呼ばれている。
需要側と供給側に属するそれぞれの要因が好循環の一つ一つの結節点と
なり、全体として日本の内需主導型経済成長を支えたのである。この循環
構造は、もちろん、その構成要素が活力を持っている限りにおいて維持さ
れる。しかし後に、基本的な耐久消費財の普及率が90％を超え、農村人口
の枯渇とともに人口移動の低下と世帯数の伸びの頭打ちが生じた。それが
消費需要の停滞と投資需要の鈍化となってあらわれた。その時期こそが1970
年代である。この時点で、われわれは経済の質的転換が到来したことを認
識すべきであった。その機会を失わせたのが80年代のバブル経済である。
バブル経済の罪は、土地・株投機やその後の不良債権問題、エクイティ・
ファイナンスに由来する償還資金調達問題など、金融的側面が強調される。
しかしバブル経済は、実物経済に対して深刻な爪痕を残したことを見逃し
てはならない。バブル経済時には買い替え需要を背景に家電製品が大量に
売れたし、乗用車の販売数も年間500万台を超えた。日産自動車のシーマ
ブームもこの頃である。こうした一時的な熱狂が、われわれの過去の成功
体験を相対化することを妨げてしまった。経済の質的転換を隠蔽してしまっ
た。いまこそこの反省に立って考えを改め、たとえ低位であっても持続的
で安定的な経済成長のために、われわれ自身の手で経済に新しい好循環を
創出しなければならない。
関西経済における好循環再形成の戦略
日本経済の構造転換を促す要因として、消費者ニーズの変化、日本社会
の少子・高齢化、アジ地域の急成長、世界規模での自由化・グローバル化、
IT・ナノテク・バイオといった新技術など、５つくらいはすぐに挙げるこ
とができる。これらは関西についても同じであり、ある部分に関しては関
西経済においてより顕著でもあるというのがわれわれの現状認識である。
いまや日本自身が先導的立場に置かれていて、急成長している他のアジ
ア諸国からの追い上げにあっている。比較劣位産業の縮小・退出を余儀な
くされる一方、新産業を創出しなければならない。日本は、雁行形態論や
プロダクト・サイクル論といった経験法則が示すような、世界規模での産
業再配置の流れのなかにある。とはいえ、既存産業の改革努力も怠っては
ならない。産業の技術特性によっては、現業放棄による製造技術や関連技
術の喪失が、技術の思わぬ進化を阻害するかもしれないからである。VTR
技術について、基礎技術を開発した米国はその大衆商品化で日本に敗れた
が、それは関連部門であるテレビ製造を放棄したのが原因のひとつであっ
た。
変化は国際関係に留まらない。国内においては国民の欲求は物量的満足
から精神的・知的満足へ、生活必需財から余暇財へ対象を変えてきている。
衣食住や労働のあり方も、生命維持装置としてのそれから、精神的ゆとり
や遊び感覚を養う人間性回復手段に変わることが求められている。また、
老齢人口の相対的増加は、この階層への個人金融資産の集中とも相まって、
高齢者向け商品の潜在的需要を拡大しつつある。こうした需要構造の変化
に対応せず、旧来の供給構造を維持したままで需給のアンバランスの解消
を政府の総需要管理政策に求めてみても、それは一時的なモルヒネ注射に
すぎない。
日本を取り巻く社会状況、国際環境、技術変化を直視し、それを危機だ
として右往左往するのではなく、新たな経済発展への好機と捉えなければ
ならない。そして、柔軟性をもった適応力のある経済を構築しなければな
らない。そのためにこそ、21世紀の関西経済を支える新しい好循環を再形
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成するのである。それはどのようにすれば実現するのか。ヒントは旧来型
の好循環モデルの対極にある。旧来型では、追いつき目標があって、みな
が同じものを同じ方向性で追求し競争していた。そしてモデルはすでに先
発国に存在するので、それを輸入し模倣する方法で戦後の経済成長の戦略
を確立した。これに対し、新しい好循環を作る際のキーワードは、目標の
不在、多様化と集積、交流と結合による知識創造、そして勇気と寛容であ
る。これが新しい循環構造の性格や機能の仕方を決める。
新しい循環構造を構想してみよう。需要側に関しては、関西は少なくと
も大阪を代表として神戸、京都など一大人口密集地を抱えている。大阪府
だけでも人口は約880万人いる。人口の大きさはそのまま人々の嗜好の多様
性を意味する。さらにこれら三都市だけでも、それぞれ大阪は商都、神戸
は港町、京都は古都というふうに都市の成り立ちが異なり、そこに住まう
人々の価値観や生活スタイルの違いに反映している。しかし一方では、マ
スメディアの発達による画一化された情報への接触頻度が多くなっている
し、個性の尊重といった社会的風潮、少子高齢化の進行もあって、需要構
造の変化は一様ではない。新しい循環構造は、こうした需要構造の多様性
とその変化に適応するだけの柔軟性を備えていなければならない。
ともすると、東京圏との対比において関西人の嗜好や行動特性が誇張さ
れ、それが型にはまった関西人像を生み出している。供給側にとって、関
西（人）という共通項は大量需要の基礎であり、たいへん大きな魅力があ
る。だが、ここに供給者側の同質化、ワンパターン化、押しつけ主義の芽
生えを生む原因がある。関西人を飼い馴らすという発想では関西経済は立
て直せない。関西人は管理を嫌い権威に媚びない。声が大きく全国どこで
も関西弁を通す自己主張の強い人種である。関西は握り寿司をコンベアに
のせて回すという奇抜な発想を育んだ地域である。チェルノブイリ原発事
故をもネタにして、ヨード卵入りラーメンを売り出す洒落っ気を持ってい
る。サザエさんと天才バカボンを組み合わせて「サザエボン」を生み出す
ひらめきと、それで公然と商売するきわどさを持っている。またそれを受
け入れてしまうおおらかさ（いいかげんさ？）を備えている。笑いを愛し、
ボケと突っ込みがコミュニケーションの基本である。この地域は堅苦しさ
を嫌う。
関西が真に魅力ある地域となるためには、押しつけではなく、消費者自
身の自主的な選択に任せて、組み合わせの自由を尊重しなければならない。
みなが自分の好みに沿ったライフスタイルを構築し、精神的満足を得るよ
うな経済を作らなければならない。この点とくに京阪神地域は有利な社会
的基盤を持っている。鉄道網が非常によく整備されている。大阪神戸間は
ＪＲ・阪急・阪神が、大阪京都間も同様にＪＲと阪急、そして京阪が平行
に走っている。それぞれ大阪神戸間は20～30分、大阪京都間は30～50分で
結ばれている。大阪市内および隣接市域まで地下鉄が張り巡らされていて、
東西南北へ縦横の移動が容易にできる。商品と消費地が切り離し困難な
サービス財でも、関西圏という広さで消費者は組み合わせを考えることが
できる。
しかし、消費者が有意義な選択を行なえるためには、そもそも供給側が
他者のモノ真似ではない、消費者を惹きつけるだけのアイディアを生み出
していることが条件である。そのためには個々の供給者は特定分野へ専門
化・特化すべきである。多種多様なスモールビジネスであり、進取の気性
に富んだベンチャービジネスが担い手の中心となるであろう。組織規模の
大きさから小回りのきかない大企業や、思考パタンの硬直化した旧い体質
の組織では難しい。ただ、ベンチャーのすべてが成功するわけではないの
で、当事者たちに失敗を恐れず立ち向かう勇気と、敗者を暖かく迎え再挑
戦する機会を与えることのできる社会の寛容さが必要である。
関西はこうした社会的風土を醸成し、起業のための制度的枠組みを備え
なければならない。そして起業が活発になれば、競争関係が企業間に適当
な緊張を生み、協力関係が知の交流と結合を促進する。全体として知識創
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造的な地域経済を形成できる。それはまたアイディア志向の人材を全国か
ら関西に惹きつける魅力となり、さらなる起業と集積をうながすという好
循環を生み出す。これによって多種多様な商品の供給地として関西に魅力
ある総合性が生まれ、商品の需要側と供給側がうまくリンクして両者の間
にも好循環ができあがる。
仕事や職場に対する意味づけも変わるだろう。家計支持のためだけの悲
壮な労働ではなく、自己実現を達成する場として再定義される。消費者は
財やサービスを需要することから効用を得るが、労働を通して社会への貢
献を実感し、さらに高い満足を得ることになる。われわれ一人ひとりのな
かにも好循環の構造を作り出すことができるのである。個人や企業といっ
たミクロの差別化・専門化と関西圏というマクロでの多様性・総合性を追
求し、こうした好循環の連鎖構造を作り出すことこそが、関西経済が復活
するための新しい経済戦略となるべきなのである。
サイバー適塾とアイディア集
好循環の再形成戦略にとって、幸い関西には様々な技術・知識、人材、
資金、社会的インフラが資源として存在し、大都市圏ならではの有利さを
有している。問題はこうした資源がうまく活用されていない点にある。個々
の資源が埋め込まれている既存の状況下では、資源の持つ本来の能力が十
分に発揮されていない。しかし、政・官主導の設計主義では、変化の激し
い現状に対応できるような資源の再編成は難しい。資源の再編成は競争市
場システムを通じて行うしかない。
競争市場はその担い手である個々人の革新能力の自発的形成の場である。
しかし競争市場は能力形成の十分条件ではない。市場に広く分散している
さまざまな知識、それを体化している人的資源を編集する仕組みが必要で
ある。この仕組みはじつは自明ではない。サイバー適塾のような横断的組
織の存在する意義がここにある。日本を代表する企業から企業の垣根を超
えて18人の精鋭たちが集結した。電気通信（ソフトおよびハード）、放送、
建設、鉄道、エネルギー、コンピュータ、電気機械、流通、広告宣伝など
多方面から参加しており、いずれも関西経済の次代を担う新しいビジネス
リーダーとなることが期待されている。
サイバー適塾のカリキュラムの一つである談論風発講座では、ITを武器
にヴァーチャル・スペースで活発な議論を展開した。facetofaceのリア
ル・スペースの議論も数回にわたって行われた。ときに議論は顔を赤くし
ながら深夜にも及んだ。その成果としてここに紹介するのが「アイディア
集」である。コンテスト形式で塾生一人につき事業化したいアイディア10
個を自由に提案する。全部でおよそ180件のアイディアが集まった。これら
のアイディアは塾生相互でコメントを出し合い彫琢が重ねられている。ど
の提案も発想のユニークさ、将来性、実現可能性で甲乙つけがたい内容を
もっている。投票結果にも反映して票は割れていた。このなかにはもちろ
ん採算ベースに乗りにくかったり、様々な規制をかいくぐる必要のある事
業化困難なものも含まれているかもしれない。しかしこれらは、塾生一人
ひとりが明日の関西経済の復興を願って智恵をしぼった結果であり、格闘
の産物であることを強く主張したい。
アイディア集の簡単な内容と特徴をすこし解説しておこう。180件もの提
案であるにもかかわらず、そこにはいくつかの共通性を見ることができる。
一つは、新しい技術を積極的に活用していこうというものである。とりわ
けIT利用への期待が大きい。一般の利用規模の増加に伴いインターネット
サービスのブロードバンド化が進み、音声や動画の受配信がずいぶん容易
かつ安価になった。教育・学習、趣味・娯楽、高齢者介護を対象にしたコ
ンテンツ事業が提案されている。また、携帯電話に代表されるようなモバ
イルツールが、どれほど新たな事業展開を可能にするかアイディアの各所
ににじみ出ている。
二つ目は、高齢化社会への対応である。アイディアの多くは、高齢者が
快適に生活できる社会をどのように作れるかという視点を中心に考えられ
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ている。健康への不安、人的つながりの希薄化、社会からの疎外感、老人
向けサービスの絶対的不足など、高齢化の進行が急速に進んでいる一方で、
それへの対応がまだまだ遅れているところにビジネスチャンスを見いだし
ている。むろん、この背景には高齢者に偏在している個人資産が潜在的に
大きなマーケットだという認識もある。しかし、各アイディアに共有され
ている視点は、むしろ高齢者の生き甲斐をどのように引き出すかである。
老人が持つ智恵や知識は子供や孫に引き継がれるべき知的財産である。ア
イディア次第では老人の労働力も十分に価値を生み出す。老人のもつ資源
の活用が、同時に老人が自身の存在価値を認識できる方法でありえるのな
ら、日本の高齢化社会の未来は明るい。この点でわれわれのアイディア集
には、他にはない事業ヒントに満ち満ちている。
三つ目は、女性向けサービスの開拓である。ここでも高齢者の場合と同
様に、女性向け商品の提案と、女性の労働資源をいかに有効に活用するか
という視点をもっている。ビジュアル面で男性は女性に代替できないし、
女性には男性に真似のできないきめ細やかな仕事が期待できる。これらは
そのまま女性を労働力として用いたときの、生み出される商品への付加価
値になる。しかし、女性の社会進出が進んできたとはいえ、税制を含めた
制度や性差別などの社会的風潮はまだまだ障害として残っている。乳幼児
の子育ては女性を家庭に拘束しているし、子供の養育から解放された次に
は年齢的な壁が立ちはだかる。アイディア集の提案は、こうした問題点を
解決しつつ、女性の労働機会を広げるアイディアを考案している。
最後に四つ目は、関西に存在する既存資源の有効活用である。個人や企
業のもつ能力や技術はもとより、空き地・空きビル、鉄道・高速道路・水
上交通、街並み・観光名所など社会的インフラまで、大都市圏ならではの
利点が活かしきれていない。アイディアの多くは、これらの資源のもつ可
能性を最大限に考慮し、事業化に結びつけようとしている。従来なら資源
の利用度を高める方法とは、ケインズ的財政政策によって公共投資を増や
すことを意味した。しかし、こうした政策には断固反対する。理由は本巻
頭言の冒頭で詳述したとおりである。
政府頼みではなくわれわれ自身の手で資源活用の方法を編み出さなくて
は、関西経済の復興はありえない。ここに公開したアイディアは、そうし
た目的でなされたわれわれの活動のささやかな成果である。このほかにも
紹介しきれない個性的で刺激的な提案がいくつもある。将来のリーディン
グセクターに発展する可能性もあるかもしれない。アイディアはすべての
人に開かれている。どうか自由に事業化し、すこしでも多く実現していた
だきたい。資源活用を説くこのアイディア集が、知的資源として未活用に
終わることこそ、われわれの望むことではないのである。
注
（１）関西経済同友会が母体となって設立されたサイバー適塾（http://www.
tekijuku.ne.jp/）における談論風発講座「関西の活性化」を指導してきた。本塾
は、関西経済同友会会員企業のうち約30社が毎年度１名の社員を塾生として派
遣し、１年をかけて様々なプログラムをこなすことで次世代の企業リーダーと
してふさわしい素養を身につけてもらうことが目的である。プログラムの一つ
に課題解決のための提言作成があり、本塾が設立以来、安全保障問題、行財政
改革問題、関西の活性化問題の３つが与えられ、これまで毎期提言書を作成し
積み上げてきた。
（２）〈巻頭言〉が書き添えられたのは、サイバー適塾談論風発講座「関西の活性
化」グループの第１期生（Ｂグループ）の成果物である「関西の活性化アイデ
ア集」である。この巻頭言はサイバー適塾 HP内に収録されているが、会員限
定ホームページのため一般には閲覧できないこともあり、本論文に全文掲載す
ることとした。転載を許可して頂いたサイバー適塾に感謝する。
（３）塩沢によるサイバー適塾web掲示板【談論風発講座（関西の活性化）＜第11
期＞】への投稿（2013年２月28日19：17）。引用は原文のままである。
（４）定義や説明は本論文に続く下巻で行う。
（５）このほか「仮想敵」と想定しているものとしては、スポーツコンテンツ（野
球、サッカー、ラグビー、マラソンなど）や、医療（医療都市構想）など国産
コンテンツ・技術もある。これらを含んで呼ぶ場合の「仮想敵」とは、国産か
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海外産かと同時に、マクロ経済を動かせる規模の資金の流れがあると期待され
ている（経済界や自治体が期待している）ものという意味も込められている。
（６）一般財団法人アジア太平洋研究所「データで見る関西経済（関西経済白書）」
（http://www.apir.or.jp/ja/statistics/）
（７）大阪府ホームページ（http://www.pref.osaka.lg.jp/toukei/gdp/index.html）、
東京都ホームページ（http://www.metro.tokyo.jp/tosei/hodohappyo/press/
2016/12/21/05.html）
（８）筆者はかつてコンパクトシティについて富山市を取材したが、対応された市
職員から、「大阪こそ鉄道やバスなど張り巡らされており、（富山市以上に）コ
ンパクトシティではないか」と言われた経験がある。
（９）サイバー適塾（http://www.tekijuku.ne.jp/）
（10）各期における提言の要旨は提言に対する筆者の解釈であり、その責任はすべ
て筆者に帰す。
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